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地籍調査とは
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「地籍調査」とは、毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目
の調査並びに境界及び地積に関する測量を行い、その結果を地図及び
簿冊に作成することをいう。
（国土調査法第２条第５項）

○国土調査法に基づき市町村等が実施

○毎筆の土地の所有者、地番、地目、境界、面積等を調査・測量
→「地籍簿」、「地籍図」を作成

○成果を登記所に送付
→登記簿が修正され、登記所備付地図となる



岐阜県１９％全国３７位

全国の地籍調査の進捗率

3



県内の地籍調査の進捗率
市町村別進捗率 R５年度末時点
（国土調査法第１９条第５項を含む）

（※）未着手団体
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土岐市

各務原市

可児市(※)

山県市

瑞穂市

飛騨市

本巣市

郡上市

下呂市

海津市

岐南町(※)

笠松町

養老町(※)

垂井町

関ケ原町
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輪之内町(※)

安八町(※)

揖斐川町

大野町

池田町

北方町(※)

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

白川村

休止団体：８市町



国の補助制度
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「地籍調査費負担金」、「社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助」、
「社会資本整備総合交付金（防安交）」の3つを活用し、地籍調査を実施

〇地籍調査費負担金（負担金）
従前からあった補助
要望地区の制限はない（連携できる公共事業がない）が、国の予算が厳しい
Ｒ７国当初予算3,16百万円〔R6:3,660百万円 ▲500百万円〕

〇社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助（円滑化補助）
他の社会資本整備に関する事業と一体的に行う地籍調査に対する補助
他事業との連携計画を作成して調査を実施
Ｒ７国当初予算1,900百万円〔R6:1,400百万円 ＋500百万円〕

〇社会資本整備総合交付金（交付金）
社会資本整備総合交付金の関連事業として基幹事業に先行して行う調査に対
する補助
岐阜県では砂防課の「安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり「岐阜県八山系砂
防総合整備計画」の推進（防災・安全）」を基幹事業として調査を実施
対象地域：土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域、地すべり防止区域、急傾

斜地崩壊危険区域、砂防指定地
Ｒ７国当初予算5,440百万円〔R6:5,440百万円 ±０百万円〕



交付金
68.9％

円滑化補助
1.5％

負担金
29.6％

県内の補助制度の活用状況（R７当初）
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・R７事業費 約650,000千円

・負担金 191,000千円
・円滑化補助 9,000千円
・交付金 450,000千円

・円滑化補助の活用を推進



地籍調査以外の測量成果の活用
（１９条５項指定制度）
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国土調査以外の測量及び調査を行つた者が当該測量及び調査の結果作
成された地図及び簿冊について政令で定める手続により国土調査の成
果としての認証を申請した場合においては、国土交通大臣又は事業所
管大臣は、これらの地図及び簿冊が第二項の規定により認証を受けた
国土調査の成果と同等以上の精度又は正確さを有すると認めたとき
は、これらを同項の規定によつて認証された国土調査の成果と同一の
効果があるものとして指定することができる。

・用地取得を伴う県発注事業での活用を推進



地籍調査における法務局との連携

8※国土交通省作成の資料を編集して作成

・法務局担当者との地籍調査連絡会議を年１回開催

・法務局担当者等が参加する地籍調査事務打合せ会を県内４圏域で各１回開催
（岐阜・西濃圏域、中濃圏域、東濃圏域、飛騨圏域）



地籍調査事業の効果事例（森林施業）
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令和７年度の地籍調査 実施状況
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○岐阜県の市町村
４２市町村

・実施中 ３１市町村

・未着手 ６市町

・休 止 ５市町

※今年度より、
神戸町が着手、
山県市が再開

○未着手の理由（R６訪問時、聞取り）
・区画整理事業や土地改良のほ場整備事業
を実施しており、その後に１９条５項申請
を行なうことを検討

・新たな事業に対して人員を配置することは
困難

・職員数が少なく地籍調査に専任の職員を充
てることが困難

○休止の理由（R６訪問時、聞取り）
・過去に着手した地区が遅延しており、その
解消に取り組んでいる

・毎年、都市計画道路で１９条５項制度を活
用しており、その目途が立った後、地籍調
査の再開を検討

・職員の異動により新たに配属された職員の
ノウハウ不足



岐阜県における未着手・休止市町への取組み
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○未着手・休止市町への働きかけ
・R６実績 １３市町を訪問

※うち、５市町を中部地方整備局と共同で実施
・R７予定 ５市町を訪問

※うち、首長との面談実績のない、
３市町を中部地方整備局と共同で実施

○研修会の実施
・市町村担当職員に新規着手、再開を助長するため、
スキル向上を目的とした研修会の開催

・R６は、地籍アドバイザー制度も活用し、研修会を開催

○地籍アドバイザー制度の活用

○民間への包括委託制度（１０条２項）の活用

○効率的調査手法の導入
・筆界特定を推進するための新たな制度の活用（令和２年度導入）
・リモートセンシングデータを活用した新たな測量技術の活用

【着手・再開に向けた手法】



民間への包括委託制度（１０条２項）
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・制度活用市町村 １６市町村（R６）
・R７年度より、着手する神戸町も民間への包括委託制度を活用

※国土交通省作成の資料を編集して作成



筆界特定を推進するための新たな制度（令和２年度導入）

14※国土交通省作成の資料を編集して作成



リモートセンシングデータを活用した新たな測量技術の活用

15
※国土交通省作成の資料を編集して作成



令和７年度より着手 神戸町

16

●
神戸町
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まとめ
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○岐阜県の地籍調査の進捗率は、１８.５％（R５年度末）
・円滑化補助の活用の推進

・１９条５項指定制度の推進
地籍調査未着手の北方町では、制度の活用により進捗率は、４０％

・法務局との連携

○未着手・休止市町への働きかけを実施
・未着手・休止市町への訪問
R７より、神戸町が着手、山県市が再開

・研修会の実施



ご清聴ありがとうございました
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飛騨市における地籍調査の
効率的手法の取組について

令和７年７月

飛騨市役所 農林部 林業振興課 森林調査室



■人口 ２１，４７３人（R7.6.１時点）

■面積 ７９２．５３㎢

■特徴

・森林面積（733.28k㎡）

ノーベル物理学賞２名を
輩出した研究施設「スー
パーカミオカンデ」

「古川祭」のユネスコ無
形文化遺産登録

イメージとして飛騨市が
登場する映画の大ヒット

飛騨市の概要

1

・広大な森林 面積の約９３％が森林
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地 区 着手年度 調査計画面積 調査済面積 進捗率

古川町 昭和57年度 94.84㎢ 76.33㎢ 80.5％

宮川町 平成元年度 142.88㎢ 25.55㎢ 17.9％

河合町 平成6年度 132.21㎢ 46.50㎢ 35.2％

神岡町 平成13年度 234.98㎢ 36.42㎢ 15.5％

合 計 604.91㎢ 184.80㎢ 30.55％

飛騨市では、昭和５７年から旧古川町において地籍調査を実施以降、合併前の
旧町村単位で順に実施してきている。

飛騨市の地籍調査

■飛騨市の進捗状況

R7.4.1現在
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飛騨市の地籍調査

■国土交通省 地籍調査webサイトより



○森林部を中心に実施
➣飛騨市は面積の約９３％が森林であるが、急峻な地形や天然林の比率が高
いため、境界を確認することが困難である。そのため、現地精通者等による
人証が頼りとなるが、それも高齢化や不在村化によって失われつつあるため、
宅地・農地に先行して山林部を実施している。

○調査地区の自治会等に協力を要請
➣自治会等からの地籍調査の実施要望に対し、事前に事業説明会を行い、調
査予定地区の境界杭の設置が出来ることを確認。また、調査地区には「地籍
調査実施組合※」という任意組織を設立して頂き、地域主体で事業着手前に境
界杭の設置を行い、概ね境界杭の設置が完了した区域から順に事業着手して
いる。

4

飛騨市の現状と課題

■これまでの事業の取組

※地籍調査実施組合…調査地区に係る土地所有者で構成。現地精通者である組合役員
が、現地作業が出来ない土地所有者からの委任を受け、境界杭の設置や伐開といった
現地作業を実施。



○職員のマンパワー不足
・R6までは実務担当者は係長と係員２人体制であったが、R7からは
担当者は１名体制となった。
・人事異動で経験の無い職員が担当となった場合、事業が停滞する恐
れがある。

○急峻な地形や危険生物による危険性
・境界杭の設置や測量が困難なほどの急峻な地形が多く、また
クマやスズメバチ等の危険生物との遭遇する機会が多いため、
危険性が高い。

5

飛騨市の現状と課題

■飛騨市における課題

○土地所有者の高齢化・不在村化
・高齢化率は令和７年４月１日現在で40.45％となっており、年々上昇傾向にある。
また、人口については過去５年間で約2000人の減となっており、減少傾向にある。
・過疎化、高齢化によって、境界確認に重要な人証が得られない地域が多くなってき
ており、地域と協力して地籍調査事業を進めていくことが困難となっている。

地籍調査事業を効率的かつ持続的に実施するための取組が必要



①航測法による地籍調査の実施
R4～

②２項委託の導入
R5～

課題解決のための飛騨市の取組
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効率的な手法の取組

課題１

○所有者の高齢化・不在村化
○急峻な地形や危険生物による危険性

土地所有者の負担軽減
現地作業の省力化

課題２

○職員のマンパワー不足

職員の負担軽減
業務の効率化③オンライン閲覧の導入

④今後の取組
R7～

R6～

DXの推進にも寄与
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航測法による地籍調査とは

時
間

反射ﾊﾟﾙｽ強度

ﾌｧｰｽﾄﾊﾟﾙｽ

ﾗｽﾄﾊﾟﾙｽ

ｱｻﾞｰﾊﾟﾙｽ

ﾌｧｰｽﾄﾊﾟﾙｽ

ﾗｽﾄﾊﾟﾙｽ

レーザー光束は地上で半径30cm程度
一度の照射で複数の反射を取得

航空測量のイメージ

ファーストパルスとラストパルス

測量データのイメージ

①航測法による地籍調査の実施

１ 航測法による地籍調査の概要

・航空測量により得られた写真やデータを解析し、筆界案の資料を作成、それらを公図や
森林計画図等と重ね合わせて筆界案を作成。
・作成された筆界案を用いて公民館等の集会所で境界確認を行い、所有者等の同意
を得ていく手法。



①航測法による地籍調査の実施

8

点群データ
（計測ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀ）

メッシュデータ

航空写真

航空測量成果

等高線ﾃﾞｰﾀ

微地形表現図

DSM

DEM

オルソ画像

樹高分布図

筆界推定用資料

リモセンデータの
解析・資料作成

点群データ メッシュデータ

微地形表現図 標高分布図



①航測法による地籍調査の実施

9



■導入の経緯（令和２年度）
・急峻な地形により測量が出来ないと委託業者からの相談
➣航測法に詳しい専門家（地籍アドバイザー）の派遣要請
➣現地において地籍アドバイザーから航測法導入の助言を得る
➣委託業者も含めた勉強会を実施

■航測法導入の準備（令和３年度）
・先進地（栃木県、三重県名張市）の視察、専門家等からの情報収集

■航測法導入（令和４年度）
・令和２年度に航測法導入を検討した地区を含む３地区において航測法により
調査を開始

■航測法実施の３地区の調査完了（令和５年度）

■国へ認証請求（令和６年度）
・令和５年度に調査を完了したうち１地区について国へ認証請求中

10

２ 航測法導入の経緯と経過

①航測法による地籍調査の実施
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２ 航測法導入による効果①

■事業費及び調査期間の縮減

①航測法による地籍調査の実施

事業費
約４割
の削減

調査期間
５年→２年
の縮減
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２ 航測法導入による効果②

■土地所有者の負担軽減

①航測法による地籍調査の実施

地上法では境界杭の設置、現地立会の２回、現地へ足を運んで頂く必要が
あった。

航測法では、集会場等で机上での立会のみとなるため、所有者等の大幅な
負担軽減となる。

これまで

導 入 後

集会所での机上立会の様子
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３ 航測法による調査の課題

■現地と机上との境界の誤差
・他の事業で現地で復元測量した結果、現地に設置された杭の位置が実際の地
形や植生と一致しない場合が生じる可能性がある。
➣所有者からは机上立会、閲覧で境界確認を頂いているものの、ケースバイ
ケースで地図訂正等の対応が必要？

①航測法による地籍調査の実施
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２項委託の概要

■２項委託とは
・地籍調査の実施主体の負担を軽減し、調査の促進を図るため、地籍調査に精
通した民間事業者等への包括的な委託を可能とする制度。
➣市町村等における担当職員の十分な確保が難しくなっており、調査実施の負
担軽減が課題であったことからH22の国土調査法改正により導入された。

■２項委託の導入の効果
・成果品について第３者検定が必須なため、成果品の精度が向上
➣県・国の検査もスムーズに受検が可能となった。

②２項委託の導入

飛騨市では令和５年度
より２項委託を導入

工程管理・検査
の一部を委託
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１ オンライン閲覧の導入の経緯

③オンライン閲覧の導入

従来の閲覧

「・・・調査の結果に基づいて地図及び簿冊を作成した場合におい
ては、遅滞なく、その旨を公告し、当該国土調査を行った者の事務
所において、その公告の日から２０日間当該地図及び簿冊を一般の
閲覧に供しなければならない。」（国土調査法第１７条抜粋）

デジタル化へ

法の規定にかかわらず、「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第８
条」等の規定に基づき、地籍調査の地図及び簿冊の閲覧はデジタル化を達成する手法
により代えることができることとなっている。
➣令和６年３月 国交省地籍整備課より、地籍調査事業におけるDXの一環として、
「デジタル手法を利用した地籍調査成果の閲覧について」通知あり。

オンライン閲覧の実施

・令和６年１２月 システムを開発した事業者と閲覧サービス導入の委託契約
・令和７年１月３１日よりオンライン閲覧を実施
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２ オンライン閲覧サービスの概要

③オンライン閲覧の導入

閲覧通知文書にあるQRコードをスマホ
等で読み込むと、システム画面が起動。

地籍調査の成果である地籍簿、地籍図の
データをシステム業者へ貸与すれば、
データ構築まで委託可能。（直営でデー
タ登録作業も可能）

データ構築まで委託した場合、簡単な初
期設定（市長名、問い合わせ先、日程
等）をするだけで、右のような閲覧の通
知文書が自動的に作成される。

クラウドシステムのため、サーバーやソ
フトウェアを準備する必要がなく、低コ
ストで導入できる。



④
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２ オンライン閲覧サービスの概要

③オンライン閲覧の導入

動画による説明

氏名・電話番号の入力

閲覧書の確認③

① ①

②

②

⑥

調査後図面の確認

同意・不同意の選択

同意の場合、署名

⑤



④
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２ オンライン閲覧サービスの概要

③オンライン閲覧の導入

動画による説明

氏名・電話番号の入力

閲覧書の確認③

① ③

②

⑥

調査後図面の確認

同意・不同意の選択

同意の場合、署名

⑤

③



④
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２ オンライン閲覧サービスの概要

③オンライン閲覧の導入

動画による説明

氏名・電話番号の入力

閲覧書の確認③

① ④

②

⑥

調査後図面の確認

同意・不同意の選択

同意の場合、署名

⑤

④



④
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２ オンライン閲覧サービスの概要

③オンライン閲覧の導入

動画による説明

氏名・電話番号の入力

閲覧書の確認③

① ⑤

②

⑥

調査後図面の確認

同意・不同意の選択

同意の場合、署名

⑤



④
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２ オンライン閲覧サービスの概要

③オンライン閲覧の導入

動画による説明

氏名・電話番号の入力

閲覧書の確認③

① ⑥

②

⑥

調査後図面の確認

同意・不同意の選択

同意の場合、署名

⑤

⑥



■職員の負担軽減
➣図面や簿冊といった閲覧に係るデータ一式をシステム業者へ貸与することで、
案内文書も含めシステム上で自動で作成するため、事前準備に係る作業が大幅
に軽減できた。
➣２０日の閲覧期間があるが、閲覧期間中の窓口対応はほぼゼロとなった。
（市役所で閲覧できない遠方の所有者等に対する郵便等のやりとりも不要）

■所有者の負担軽減
➣市役所に足を運ばずとも、自宅等で２４時間いつでも閲覧が可能。
➣「行かない市役所、書かない窓口の推進」を実現。

22

３ オンライン閲覧の効果

③オンライン閲覧の導入

４ オンライン閲覧の課題

■情報機器の操作に不慣れな方、所持していない方への対応
➣現状ではwebと窓口での対応を並行して行うことが必要。

■スマホでは画面が小さいため地籍簿、地籍図の確認が難しい。
➣タブレット以上の大きな画面が推奨の環境となる。

飛騨市DX推進計画の政策の柱
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今後の取組予定

■森林地番図の作成（R7）
・未整備である山林部の地番現況図を整備し、市HPで公開する環境を構築。
・新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）と森林環境譲与税
を活用。

④今後の取組予定

当事業により、地番現況図や航空写真
といった地理空間情報を分かりやすく
迅速に提供を行い、市民や事業者の来
庁にかかる時間の短縮や職員の窓口対
応にかかる所要時間を削減することで
市民サービスの向上を図る。

地籍調査で作成する調査図素図の基礎
資料として利用できるため、コスト削
減効果が期待できる。
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今後の取組予定

■地籍調査事業長期計画の策定（R7～）

④今後の取組予定

地区要望があった順に調査を着手

昨今、地籍調査事業を実施する上で、
重点施策５分野との連携が条件にな
る等、事業を取り巻く環境が大きく
変化

地区全体を調査する方法か
ら真に必要な箇所を重点的
に実施する方法への転換を
検討

・災害の発生が想定される地域、森林施業が予定されている地域等を先
行して実施していく。又、長期的持続的に事業が推進出来るよう、国の
１０箇年計画に併せ、長期計画を策定予定

これまで

今 後

災害レッドゾーン
森林施業区域等…
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・登記完了後、希望する土地
所有者に対し、電子データで
位置情報を提供する仕組みを
検討。位置情報はスマホの地
図アプリに登録することが可
能なため、いつでも確認する
ことが出来る。また、GPS機
能を使えば、現地に行くこと
も可能。

④今後の取組予定

今後の取組予定

現所有者から次の世代に
確実に土地の情報を引き
継いで頂くことを目指す

■土地情報のデータ提供（R7～）



ご清聴ありがとうございました。


